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(2) 資金使途がセカンドハウスの取得の場合の取扱いの一部見直し

①賃貸予定又は賃貸中の住宅に係る借入金の返済額を対象に追加

②売却予定の住宅に係る住宅ローンの取扱いの見直し

(3) 【フラット３５】借換融資における借入期間の一部見直し

原則として15年※１以上で、かつ、次の①または②のいずれか短い年数を上限とします。

① 80歳－借換融資の申込時の年齢（１年未満切上げ）
② 35年－住宅取得時に借り入れた住宅ローンの経過年数（１年未満切上げ）

ただし、②の年数が15年※１より短くなる場合はその年数を上限として借入期間を設定可能（この場合

の下限は１年） ※１ 申込みご本人または連帯債務者が満60歳以上の場合は10年

詳しくは 別紙１「2020年４月【フラット３５】制度変更のお知らせ」をご覧ください。

詳しくは 別紙２「2021年１月【フラット３５】制度変更のお知らせ」をご覧ください。

セカンドハウスを取得するための【フラット３５】を二重に借り入れることはできない取扱いとします。

当該借入金が賃貸用アパート向けのローン（ローンの対象が１棟の
共同住宅）である場合は、年間合計返済額の対象には含みません。

返済中の住宅ローンの融資対象となっている現在居住している住宅を売却予定で、その売却予定額によ
り当該住宅ローンを完済できることが確認できる場合に限り、総返済負担率の算定において当該住宅
ローンの返済額を年間合計返済額から除くことができることとします。

(１) 【フラット３５】Ｓ（金利Ｂプラン）の省エネルギー性の基準の見直し

新築住宅・中古住宅共通の基準のうち、【フラット３５】S（金利Bプラン）の省エネルギー性の基準
を次のとおり変更します。

(２) 【フラット３５】リノベの要件見直し

次のとおりリフォーム工事費の要件を導入するとともに、金利Ｂプランの要件を緩和します。

(1) 総返済負担率の算定に含める借入金の対象の一部見直し

金利Ａプラン、金利Ｂプランともに
現行どおり「中古住宅の維持保全に
係る措置」を行うことが必要です。
金利Aプラン、金利Bプランともに
リフォーム前の性能要件不適合確認
は廃止となります。

■賃貸中の住宅 ■賃貸用のアパート
（１棟の共同住宅）
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＊本内容は予定事項を含みますので、変更が生じた場合は追ってお知らせいたします。

※２ 現行の要件と同じ。
※３ 現行の要件は、断熱等性能等級４・一次エネ

消費量等級４以上・耐震等級２以上等。

１.【フラット３５】主な制度変更事項のお知らせ
2020年４月１日以後の借入申込み受付分から適用される制度変更及び2021年１月に予定している制度

変更について、次のとおりお知らせします。

2020年４月 制度変更事項

2021年１月 制度変更事項（予定）



＜お問合せ先＞

近畿支店（営業時間 平日９:00～17:00（年末年始を除きます。））

ご注意 【フラット３５】は第三者に賃貸する目的の物件などの投資用物件の取得資金にはご利用いただけません。

４．【フラット３５】（買取型＋保証型）＋【リ・バース６０】利用実績

○【フラット３５】（買取型＋保証型）受理実績 ○【リ・バース６０】の利用実績

（注）住宅融資保険を付保するために、事前に金融機関から機構に申請があったもの

２.大和川左岸（三宝）土地区画整理事業において、ＵＲ都市機構及び堺市と協力協定を締結

1月24日（金）、当機構は、独立行政法人都市再生機構（以下「ＵＲ都市機構」）及び堺市と
「大和川左岸（三宝）土地区画整理事業の円滑な事業推進に関する協力協定」を締結しました。

協定の目的

機構の役割

現在、大和川左岸の三宝地区（大阪府堺市）において、国が行う高規格堤防事業と併せて、ＵＲ都市機構が堺市と
連携しながら、土地区画整理事業※４を一体的に進めています。

この事業区域内には、移転を必要とする約300名（約７割が60歳以上）の一般地権者の方がおり、住宅再建にあ
たり、建設資金融資などに関する情報提供の要望が寄せられていました。これまでも、個別相談等を実施してきまし
たが、今般、協定を締結し、三者の連携・協力を密接にして、今後も一般地権者の方への対応を進めてまいります。
※４ ＵＲ都市機構のホームページ参照 https://www.ur-net.go.jp/produce/case/sakai-sambo/index.html

ＵＲ都市機構が実施する一般地権者の方向けの事業の推進に関する説明会に
おいて、【リ・バース６０】の融資制度等の案内を行うとともに、住宅建設資
金に係る個別相談を実施します。

■ 写真：協定締結式の様子

（国土交通省近畿地方整備局大和川河川事務所ホームページから引用） （ＵＲ都市機構ホームページから引用）
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110,900戸 106.4% 114,665戸 120,984戸

10,121戸 106.4% 10,423戸 11,058戸

2,227戸 94.0% 2,619戸 2,987戸

4,574戸 118.4% 4,263戸 3,819戸

16,922戸 107.5% 17,305戸 17,864戸

709戸 82.3% 955戸 1,796戸

17,631戸 106.2% 18,260戸 19,660戸
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■ イメージ図

３. 【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型 ～補助制度内容が変更される場合のご注意～

４月から、担当グループの見直しを行いますので、お問合せ先は次のとおりとなります。

地方公共団体において補助制度の変更等がある場合は、当機構と地方公共団体の手続が完了するまでの
間、お客さまは、【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型利用対象証明書の発行を受けられず、金
利引下げの適用を受けられない場合があります。

最新の情報は、当該補助制度を実施している地方公共団体にお問い合わせいただくか、地域別支
援情報サイト※５でご確認ください。 ※５ ＵＲＬ: https://www.flat35.com/loan/flat35kosodate/organizations.html

左から、住宅金融支援機構の浪波哲史近畿支店長、
ＵＲ都市機構の新居田滝人理事・西日本支社長、
堺市の島田憲明副市長

二次元
バーコード

2018年
10月～12月

2019年
４月～６月

2019年
７月～９月

付保申請（注）戸数 258戸 173.2% 149戸 221戸 243戸

取扱金融機関数
(期末累計)

59機関 120.4% 49機関 56機関 56機関

2019年
10月～12月

前年同期比

（参考）










